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　2019 年 11 月，文化審議会のもとに博物館部会が

設置され，「博物館の振興に関する事項について」

の調査審議が続けられている。（https://www.bunka.

go.jp/seisaku/bunkashingikai/hakubutsukan/index.html，

2021．9．6 参照）。当初，「博物館の制度と運営に

関する幅広い課題」については，一定の期間をか

けて整理・検討するという方向性が示されていた

が，計 8 回の審議を経た 2021 年 2 月には「法制度

の在り方に関するワーキンググループ」が部会の

もとに設けられた。ICOM 京都大会の開催によっ

て日本の博物館界の空気が変わったことに加えて，

このように法改正が現実味を帯びてきたことに触

発され，日本博物館協会が 2021 年 4 月に「シンポ

ジウムこれからの博物館制度を考える」を開催す

るなど，博物館関連団体・学会においても博物館

制度あるいは博物館の在り方をテーマとした論議

が盛んに交わされるようになっている。

ワーキンググループでの検討は，文化庁のイニ

シアティブによって集中的に進められている。当

然のことながら，そのスタイルは重要な課題につ

いて検討・整理し，法あるいは関連制度の中に反

映させる方向性を示すというもので，それぞれの

課題についての論議と合意形成に力点が置かれて

いる。すでに中間報告「登録制度を中心とした博

物館法制度の今後の在り方について」（3月 24 日付）

も公表されているが，最終的な検討結果は，その後，

博物館部会での審議や関係方面へのヒアリングな

どを経てブラッシュアップされるとともに，文化

庁の裁量によって法制度の改正案として具体化し

ていくことが想定される。

逐条点検の必要性

博物館法については 2008 年に期待された抜本改

正にまで至らなかったために，登録制度，学芸員

制度をはじめとした懸案が数多く残った。またこ

れらに関わるステークホルダは多様であることか

ら，論議が深まれば深まるほど論点が発散するこ

とは必然であり，完全な合意形成にはとてつもな

く長い時間が必要であると考えられる。

一方でこのような機会を逃さずに，解決が俟た

れている懸案を限られた時間の中でできるだけ法

改正に反映させるためには，現行法のどの条項に

課題があり，どのような形で変更を加えれば解決

に近づくことができるかといった視点からの検討，

すなわち逐条的な点検作業が欠かせない。

逐条点検の試み

　このような状況を背景に，筆者らは博物館法の

条文に対する逐条点検を試みた。ワーキンググルー

プのスタイルとは逆方向からのアプローチによっ

て，博物館法改正に必要な論点を浮き上がらせ，

論議を補完することが狙いである。表 1 にその結
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果を紹介する。この表には現行の博物館法の条文

を転記し，3 名の執筆者による意見・コメントの記

入欄（列）を設けて記入した。それぞれの記入内

容は執筆者に固有のものであり，調整や合意の追

求は行っていない。ただし，執筆過程において相

互の見解は共有されている。また，些細な文言上

の論議に陥る恐れがあることから，条文の代替案

の書き込みについては避け，意見・コメントにと

どめるようにした。

点検結果から

各執筆者の考えは表 1 のとおりであるが，この

作業を通じて浮かび上がってきた論点や，今後検

討を要すると考えられる課題を紹介しておきたい。

博物館制度の改善策の中には，法に盛り込むべき

もの，政令や告示のレベルで具体化すべきもの，

行動規範のように博物館関係者の間で共有してお

くべきものなどさまざまな階層があり，そのよう

な仕分けが必要である。また重要な課題であって

も，直ちに法改正に反映できるものとそうでない

ものとの切り分けも考慮されなければならないで

あろう。

法の目的（第 1条）

　現行法では「設置及び運営に関して必要な事項

を定め」ることだけが目的とされ，博物館の振興

については触れられていない。また，文化芸術基

本法が制定された今日，社会教育機関としてだけ

でなく文化施設としての位置付けも重要になって

いる。このようなことから，そもそも法の目的と

するところについての見直し，検討が必要と考え

られる。

定義（第 2条）

　ICOM における博物館の定義の見直しが決着して

いないからと言って，この条文を放置するわけに

はいかない。前半については ICOM大会での論議や，

博物館の役割についての現行法に盛り込まれてい

ないさまざまな要請を踏まえた練り直しが必要で

あり，後半については博物館登録制度の見直しを

反映した記述が求められる。

事業（第 3条）

　抜本的な法改正を行う以上は，博物館の事業に

ついても旧態のままで放置することはできない。

然るべき検討の場を設け，現在の博物館の実態を

踏まえた各号の再検討，追加，再編成が必要である。

公立・私立の区分（第 2条第 2項，第 3章，第 4章）

　公立の博物館の運営形態が多様化し，国や独立

行政法人が設置する博物館も法の対象に含めるこ

とが求められている中で，従来の「公立」，「私立」

という二分法はもはや意味をなさなくなっている。

法改正においてはこのような区分に基づく章建て

そのものを見直す必要がある。

学芸員制度（第 4～第 7条）

　博物館部会やワーキンググループにおいて論議

が積み上げられているところであり，十分な時間

をかけて関係者の合意を形づくる必要がある。

運営状況に関する評価（第 9条）

　2008 年の法改正において新設された条であるが，

全国的に実施状況が芳しくない現状を踏まえて，

「設置及び運営上の望ましい基準」の関連条項も含

めた点検，見直しが必要になっている。

博物館登録制度（第 2章：第 10 条～第 16 条）

　ワーキンググループにおいて主要な論点が整理

され，中間報告に示されている。今後，法令の条

文に落とし込んでいく段階で，逐条点検の指摘も
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参考にしていただきたい。また，審査のための専

門組織の具体化，更新制度を設ける場合の運用方

法，破綻法制の導入などについての論議は今後に

残されている。

公立博物館の設置と所管（第 18 条，第 19 条）

　博物館登録制度の見直しによって設置者や所管

による制限を撤廃することになれば，これらの条

項は必要なくなる。

博物館協議会（第 20 条～第 22 条）

　廃止すべきという意見もある。市民参画の機会

という意味づけは理解できるが，前項（第 18 条及

び第 19 条）を鑑みると，そもそも，博物館協議会

を公立博物館に限って規定することも見直すべき

ではないか。

入館料等（第 23 条）

　第 1 章（総則）に移し，博物館の定義・理念と

連動させた柔軟な表記に書き換えることが求めら

れる。

博物館への補助（第 24 条，第 26 条，第 28 条）

　公立・私立の区別なく「博物館の振興」の章を

新設して一元化することが適当である。内容につ

いては今後の博物館部会での検討結果を待ちたい。

博物館相当施設（第 29 条）

　博物館登録制度の見直しによって廃止されるべ

きである。
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章 条 項 条文
意見・コメント

山西良平 佐久間大輔 高井健司

第 1章 
総則

第 1条
（この法
律の目
的）

この法律は，社会教育法（昭
和 24 年法律第 207 号）の
精神に基き，博物館の設置
及び運営に関して必要な事
項を定め，その健全な発達
を図り，もつて国民の教育，
学術及び文化の発展に寄与
することを目的とする。

博物館の振興についても記述すべ
きではないか？ 
 
国及び地方公共団体の責務は？ 
 
文化芸術基本法（特に第 26 条「美
術館・博物館等の充実，支援を図
ること」）に触れる必要はないか？

法の制定時の目的は，博物館の設
置を的確なものとするためであっ
た。現在の目的は国の社会教育の
ために（社会教育法体系下では）
博物館をどのような学習の場とす
るべきか，文化財保護法のもとで
はどのような役割を担うのか，文
化振興基本法のもとではどうなの
か，そして環境や科学も文化行政・
博物館法のもとで重要になってい
る今，どう法の体系として位置づ
けるのか，関係付となる文言が必
要 
さらに，1条でなくてもいいが博
物館の維持存続のための博物館の
責務，設置者の責務，自治体の責
務，国の責務を明示したほうが良
いのではないか。現在の法は博物
館自身のことが殆どで一部認定事
務を行う行政のことが少しあるだ
け。それで地方分権になり博物館
政策がなくなってしまった

「もって」以下に，教育や学術文
化に加え，「地域社会の発展」も
入れてはどうか 
 

「国民」・「地域」に加えて，「博物
館」そのものの成長・発展を図る
ことも目的ではないか

第 2条 
（定義）

この法律において「博物
館」とは，歴史，芸術，民
俗，産業，自然科学等に関
する資料を収集し，保管（育
成を含む。以下同じ。）し，
展示して教育的配慮の下に
一般公衆の利用に供し，そ
の教養，調査研究，レク
リエーション等に資するた
めに必要な事業を行い，あ
わせてこれらの資料に関
する調査研究をすること
を目的とする機関（社会教
育法による公民館及び図書
館法（昭和二十五年法律第
百十八号）による図書館を
除く。）のうち，地方公共
団体，一般社団法人若しく
は一般財団法人，宗教法人
又は政令で定めるその他の
法人（独立行政法人（独立
行政法人通則法（平成十一
年法律第百三号）第二条第
一項に規定する独立行政法
人をいう。第二十九条にお
いて同じ。）を除く。）が設
置するもので次章の規定に
よる登録を受けたものをい
う。

博物館事業を複合的・網羅的に捉
えようとしていることはわかる
が，主要事業（資料の収集・保
管，調査・研究，展示，教育普及）
が雑然と記載されている。ブラッ
シュアップが必要 
 
特に，資料の収集・保管・公開及
び調査研究活動の成果を，展示，
教育普及活動を通じて社会に還元
するという関係性が重要 
 
次の内容を記した項を追加： 
国籍，人種，障害の有無，貧富・
学歴の差，ジェンダー平等に配慮
され，あらゆる人々が快適に利用
し交流できる公共的かつ恒久的な
施設であること

目的・機能・法人要件は切り分け
て整理が必要。第一条は法の目的
であって，博物館全体の目的（ミッ
ション）を述べていない。機能で
定義するのはいいが，やや時代が
かかっており，網羅できないので
あれば例示にとどめたほうがいい 
そこからの法人要件の引き算が論
理的に不整合。機能で博物館を定
義するのであれば，それが実現し
ているのか，活動で規定するべき。
登録の認定要件，審査要件が重要
になる

法は，動物園・水族館・植物園な
ど，生物を対象とした施設を含め
るが，それを前段の「（育成を含
む）」という一言で表現すること
には無理がある 
 
上記は，次条の具体的な事業につ
いても当てはまるため，工夫が求
められる 
 
登録要件との関係から，後段の設
置主体の限定は削除すべきでは 
 
設置主体を絞る場合でも，国や地
方の独立行政法人と NPO は追加
する必要がある

2 この法律において，「公立
博物館」とは，地方公共
団体の設置する博物館を
いい，「私立博物館」とは，
一般社団法人若しくは一般
財団法人，宗教法人又は前
項の政令で定める法人の設
置する博物館をいう。

「公立」，「私立」のカテゴリー区
分は不要。この項を廃止

指定管理，PPP，独立行政法人さ
らに言えば非営利の法人がある今
日，公立と私立の区別は不条理

博物館を，設置主体の違いで区分
することに，今日的な有用性があ
るのか疑問

表 1．表 1．博物館法改正に向けた逐条点検（1）．
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3 この法律において「博物館
資料」とは，博物館が収集
し，保管し，又は展示する
資料（電磁的記録（電子的
方式，磁気的方式その他人
の知覚によつては認識する
ことができない方式で作ら
れた記録をいう。）を含む。）
をいう

この項は不要 科学館において，天体の観測記録
が重要な資料というより，観測
が重要。現象も博物館の活動対象
だし，それは演劇なども一緒。も
のは二次的な存在という場合があ
る。デジタルな活動を考えても，
博物館資料はもう少し検討が必要

「博物館資料」は，次条の第1号で
定義することで足るのではないか

第 3条
（博物館
の事業）

博物館は，前条第 1項に規
定する目的を達成するた
め，おおむね左に掲げる事
業を行う。 
 一　実物，標本，模写，模
型，文献，図表，写真，フィ
ルム，レコード等の博物館
資料を豊富に収集し，保管
し，及び展示すること。 
二　分館を設置し，又は博
物館資料を当該博物館外で
展示すること。 
三　一般公衆に対して，博
物館資料の利用に関し必要
な説明，助言，指導等を行
い，又は研究室，実験室，
工作室，図書室等を設置し
てこれを利用させること。 
四　博物館資料に関する専
門的，技術的な調査研究を
行うこと。 
五　博物館資料の保管及び
展示等に関する技術的研究
を行うこと。 
六　博物館資料に関する案
内書，解説書，目録，図録，
年報，調査研究の報告書等
を作成し，及び頒布するこ
と。 
七　博物館資料に関する講
演会，講習会，映写会，研
究会等を主催し，及びその
開催を援助すること。 
八　当該博物館の所在地又
はその周辺にある文化財保
護法（昭和二十五年法律第
二百十四号）の適用を受け
る文化財について，解説書
又は目録を作成する等一般
公衆の当該文化財の利用の
便を図ること。 
九　社会教育における学習
の機会を利用して行つた学
習の成果を活用して行う教
育活動その他の活動の機会
を提供し，及びその提供を
奨励すること。 
十　他の博物館，博物館と
同一の目的を有する国の施
設等と緊密に連絡し，協力
し，刊行物及び情報の交換，
博物館資料の相互貸借等を
行うこと。 
十一　学校，図書館，研究
所，公民館等の教育，学術
又は文化に関する諸施設と
協力し，その活動を援助す
ること。

カテゴリー別に整理しなおし，記
述を刷新する必要あり： 
1）資料の収集・保管・公開（一，六） 
・資料の収集，保管，公開及びアー
カイブの整備 
2）調査研究（四，五，八） 
・資料に関わる調査及び学術研究 
・資料の保存および展示等に関す
る技術的研究 
・地域の文化遺産，自然に関わる
調査研究とそれに基づく保全活動
及び関係機関への助言 
3）展示，教育普及（一，三，七）（二
は不要） 
・資料の収集及び調査研究の成果
に基づく展示，教育普及事業の実
施 
4）学習支援・交流（九） 
・アウトリーチを含むさまざまな
手法による市民への学習支援 
・学校教育への支援 
・市民，利用者との対話・協働を
通じた学習，研究，創造活動の推
進 
・交流の場と機会の提供 
5）連携（十，一一） 
・地域との連携による生涯学習の
推進 
・他の博物館との連携及びネット
ワークによる博物館機能の強化 
・他の博物館あるいは他機関との
連携による展覧会の開催 
・関係する社会教育機関，大学，
研究機関，文化施設，観光施設と
の協力，連携による多面的な事業
実施と地域への貢献 
6）利用者サービス（新規） 
・あらゆる人々が快適に利用でき
る施設の整備と運営，サービスの
充実 
広報・情報発信（新規） 
・博物館の事業と役割を周知する
ための広報と情報発信

事業定義が 20 世紀のままになっ
ている 
 
中途半端に具体的な業務を書くよ
り基本的な資料の保存管理，研究，
教育と展示室の維持運営といった
基本と，発展的な要素とを書いて
おくほうが良いのではないか 
 
現在，博物館法に書いてないのに
国が求めていること 
・文化集客 
・博物館に入っていない文化財の
保全への専門家としての助言 
・インクルーシブ（社会包摂） 
・生涯学習機能も微妙 
 
ICOM で提示された新しい機能 
・Sustainable な社会づくりのため
の拠点 
・Well-being 
・対話の場 
 
書いてあるけど十分な条件付がな
い 
・資料を研究する，地域研究の拠
点 
・社会のアーカイブ機関としての
役割 
・個人や地域が失った資料維持機
能の受け皿

第 1号の実物は，「実物（現象に
関する資料を含む）」としないと，
科学系博物館の「資料」がカバー
できない 
 
第 2号の分館に関する規定は，博
物館一般に必要な事業として定め
る必要が無いのでは 
 
第 3号の「又は」以下の施設・設
備の具体例の列挙は，今日的表現
ではなく，「大綱化・弾力化」に
もそぐわない 
 
第 6号の「案内書」以下の刊行物
も，ネット社会を考えると，今日
的表現もしくは，一般的表現に改
める必要がある 
 
第 7号も前号に同じで，具体例は
今日的表現もしくは，一般的表現
に改める必要がある 
 
第 8号は文化財保護法で規定すべ
き内容なので，この法律では不要
か 
 
第 9号は，平成 20 年の法改正で
追加された条項だが，難解で意図
が伝わらないので，具体的かつ平
易な表現にするなど，改める必要
がある 
 
第 10 号には「施設等と密接に連
絡し，協力し」とあるが，第 11
号の「諸施設と協力し」との使い
分けの意図がわからない 
 
その他，今日的な事業（役割）と
して，「種」や「（生息地・繁殖地
等の）環境の保全」に言及する必
要はないか
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2 博物館は，その事業を行うに
当つては，土地の事情を考慮
し，国民の実生活の向上に資
し，更に学校教育を援助し得
るようにも留意しなければな
らない。

この項廃止（地域連携や学校支
援は他の条項で）

「実生活」は単に「生活」でよい
のでは

第 4条 
（館長，
学芸員
その他
の職員）

博物館に，館長を置く。 ［項を追加］館長が学芸員資格を
保有しない場合は所定の館長研
修を受講しなければならない

館長という呼称を使えるのは運
営上の権限を持っている人だけ
にすべきか

館長の資質や資格は問わなくて
よいのか

2 館長は，館務を掌理し，所属
職員を監督して，博物館の任
務の達成に努める。

記述はこれで良いが，実態との
乖離が深刻

実質的な権限はあるか？持てな
い場合にはどうするか

博物館の「任務」ではなく，「目
的」ではないか

3 博物館に，専門的職員として
学芸員を置く。

基本的にはこのままで良い 専門職員は全部「学芸員」となっ
ている。博物館はすでに様々な
プロが必要になっている。その
他のプロフェッショナルが配置
できるよう

「専門的」は次項で規定すること
で，本項では削除

4 学芸員は，博物館資料の収集，
保管，展示及び調査研究その
他これと関連する事業につい
ての専門的事項をつかさどる。

「学芸員は，前条第 1項に定める
事業について，その専門的事項
をつかさどる」ではどうか

5 博物館に，館長及び学芸員の
ほか，学芸員補その他の職員
を置くことができる。

「学芸員補」が必要なら定義を見
直す必要がある

資格としては学芸員で統一でい
いのではないか。短大卒，学部
卒，修士卒，博士卒の学芸員が
いるというだけでよいのではな
いか

6 学芸員補は，学芸員の職務を
助ける。

「学芸員の職務を助ける」という
意味での学芸員補は不要

不要

第 5条
（学芸員
の資格）

次の各号の一に該当する者は，
学芸員となる資格を有する。 
 一　学士の学位（学校教育法

（昭和二十二年法律第二十六
号）第百四条第二項に規定す
る文部科学大臣の定める学位

（専門職大学を卒業した者に対
して授与されるものに限る。）
を含む。）を有する者で，大学
において文部科学省令で定め
る博物館に関する科目の単位
を修得したもの 
二　大学に二年以上在学し，
前号の博物館に関する科目の
単位を含めて六十二単位以上
を修得した者で，三年以上学
芸員補の職にあつたもの 
三　文部科学大臣が，文部科
学省令で定めるところにより，
前二号に掲げる者と同等以上
の学力及び経験を有する者と
認めた者

要検討 新人学芸員養成制度をいじるよ
り，重要なのは 
大学院進学者に資格取得を促す
仕組みづくり ==> 法でなくても
良い 
学芸員資格を取得後のアップ
デート（定期的な研修の充実） 
質的な維持のためには教員免許
型にしたほうが良くない？

学芸員の資格については，別途，
再考する必要がある 
 
具体的な資格要件を「法」で定
める必要があるか，要検討では
ないか 
 
次項の学芸員補の資格要件とと
もに，政省令で定めることが適
当では

2 前項第二号の学芸員補の職に
は，官公署，学校又は社会教
育施設（博物館の事業に類す
る事業を行う施設を含む。）に
おける職で，社会教育主事，
司書その他の学芸員補の職と
同等以上の職として文部科学
大臣が指定するものを含むも
のとする。

同上

第 6条
（学芸員
補の資
格）

学校教育法第九十条第一項の
規定により大学に入学するこ
とのできる者は，学芸員補と
なる資格を有する。

この規定を現在，実際に使って
いる実例はどの程度あるのだろ
うか

表 1．表 1．博物館法改正に向けた逐条点検（2）．
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第 7条
（学芸員
及び学
芸員補
の研修）

文部科学大臣及び都道府県
の教育委員会は，学芸員及
び学芸員補に対し，その資
質の向上のために必要な研
修を行うよう努めるものと
する。

「学芸員及び学芸員補」⇒「館長，
学芸員及びその他の職員」 
 

「必要な研修を行う」⇒「必要な研
修及び研修に対する支援を行う」

前述の通り，アップデートのため
の研修は必要。現状，大阪府市で
はこうした研修を実施していない
と思われる

第 10 条の「登録」事務を政令市
に委ねながら，研修を都道府県の，
しかも教育委員会に限定すること
は整合性を欠く

第 8条
（設置及
び運営
上望ま
しい基
準） 

文部科学大臣は，博物館の
健全な発達を図るために，
博物館の設置及び運営上望
ましい基準を定め，これを
公表するものとする。

望ましい基準を達成させるための
インセンティブは何か？望ましい
基準とともに 5年毎に振興計画を
策定してはどうか。国は策定と予
算化，自治体は実施，設置者と現
場はそれらに応じることを推奨

本条に第 2項を設け，望ましい基
準の策定に当たっては，地域住民
や利用者，博物館関係者の意見を
聴する規定を追加する

第 9条
（運営の
状況に
関する
評価等）

博物館は，当該博物館の運
営の状況について評価を行
うとともに，その結果に基
づき博物館の運営の改善を
図るため必要な措置を講ず
るよう努めなければならな
い。

望ましい基準の第 4条（運営の状
況に関する点検及び評価等）をこ
こに格上げする

インセンティブの対価としての評
価だと考える。インセンティブや
改善がないところに『評価疲れ』
は生まれる

本条第 1項で，博物館の健全な運
営を図ることを目的に，評価の前
提となる「基本的運営方針」や（年
度に限らず，中長期を含めた）「事
業計画」の策定を規定する

第 9条
の 2（運
営の状
況に関
する情
報の提
供）

博物館は，当該博物館の事
業に関する地域住民その他
の関係者の理解を深めると
ともに，これらの者との連
携及び協力の推進に資する
ため，当該博物館の運営の
状況に関する情報を積極的
に提供するよう努めなけれ
ばならない。

廃止 
・地域との連携は第 3条（事業）
に含める 
・結果の公表は第 9条に含める

法で評価はやることにはなってい
るが，二項に相当する活動はほと
んど聞いたことない。大阪市立自
然史博物館は毎年 4月末に「活動
報告会」を実施

本条第 2項で，方針や計画の達成
状況を測るために「評価」を行う
規定を定める 
 
第 3項で，評価結果に対して，現
行の「9条の 2」前半を目的として，
評価結果に基づき必要な措置を講
ずるとともに，これらに関する「情
報を公開」する規定を設ける

第 2章 
登録

第 10 条
（登録）

博物館を設置しようとする
者は，当該博物館につい
て，当該博物館の所在する
都道府県の教育委員会（当
該博物館（都道府県が設置
するものを除く。）が指定
都市（地方自治法（昭和
二十二年法律第六十七号）
第二百五十二条の十九第一
項の指定都市をいう。以下
この条及び第二十九条にお
いて同じ。）の区域内に所
在する場合にあつては，当
該指定都市の教育委員会。
同条を除き，以下同じ。）
に備える博物館登録原簿に
登録を受けるものとする。

設置者や所管にかかわらず，登録
に関する責任の所在は都道府県教
育委員会としておくことが，社会
教育法との結節点として重要 
 
国立および国立機関や国立大学に
附属する博物館は文化庁による審
査，登録を受けるものととする項
を新設する

しかし教育委員会の必置義務は撤
廃してしまった。設置者を問わず，
教育委員会と博物館が地域の教育
ニーズについて議論するチャンネ
ルは必要だろう

登録に関しては，「審査」（＝第三
者機関）と，原簿への「登録」（＝
行政）を分離すべきではないか

第 11 条
（登緑の
申請）

前条の規定による登録を受
けようとする者は，設置し
ようとする博物館について，
左に掲げる事項を記載した
登録申請書を都道府県の教
育委員会に提出しなければ
ならない。 
 一　設置者の名称及び私
立博物館にあつては設置者
の住所 
二　名称 
三　所在地

・申請書の様式は「別に定める」
で良いのでは？ 
・「私立博物館にあっては」を削除

1．都道府県が申請受理　2．博物
館に出している予算や条件付けと
ともに地域が博物館に要請してい
る内容とともに自治体の意見を出
す　3専門家によるヒアリング　
4専門家による委員会で意見を集
約し判断，都道府県に通知　5認
可　という流れ？
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2 前項の登録申請書には，次に掲げ
る書類を添付しなければならない。 
一　公立博物館にあつては，設置
条例の写し，館則の写し，直接博
物館の用に供する建物及び土地の
面積を記載した書面及びその図
面，当該年度における事業計画書
及び予算の歳出の見積りに関する
書類，博物館資料の目録並びに館
長及び学芸員の氏名を記載した書
面 
二　私立博物館にあつては，当該
法人の定款の写し又は当該宗教法
人の規則の写し，館則の写し，直
接博物館の用に供する建物及び土
地の面積を記載した書面及びその
図面，当該年度における事業計画
書及び収支の見積りに関する書
類，博物館資料の目録並びに館長
及び学芸員の氏名を記載した書面

法で定めておく必要があるか サンプルで良いのではないか？
全数出されても検証のしようが
ない

「公立・私立」の別は廃止して，
第2項の各号は一本化すべき 
 
本項の申請書類の種類は政省令で
定めることで良いのではないか

第 12 条
（登録要
件の審
査）

都道府県の教育委員会は，前条の
規定による登録の申請があつた場
合においては，当該申請に係る博
物館が左に掲げる要件を備えてい
るかどうかを審査し，備えている
と認めたときは，同条第一項各号
に掲げる事項及び登録の年月日を
博物館登録原簿に登録するととも
に登録した旨を当該登録申請者に
通知し，備えていないと認めたと
きは，登録しない旨をその理由を
附記した書面で当該登録申請者に
通知しなければならない。 
一　第二条第一項に規定する目的
を達成するために必要な博物館資
料があること。 
二　第二条第一項に規定する目的
を達成するために必要な学芸員そ
の他の職員を有すること。 
三　第二条第一項に規定する目的
を達成するために必要な建物及び
土地があること。 
四　一年を通じて百五十日以上開
館すること。

「左に掲げる」を「別に文部科
学省令で定める」に変更 
 
一～四号を削除 
 
第 2項を追加： 
都道府県の教育委員会は文部科
学省が指定する博物館評価機関
に，登録審査に関する業務の一
部を行わせることができる。 
※専門的な評価機関を想定

極めて形式的内容。一度登録す
れば再審査なし，でいいのか？
手順は 11 条のところに記述 
教育や研究に関する活動の内容
を審査する項目がない，予算に
は現れるかもしれないが，それ
をどうこうする基準なし

現在の「審査」を各地の教育委
員会に委ねることには，共通の
基準を同一視点で維持する観点
からも無理があり，地教行法の
縛りもなくなったので，改める
べき 
 

「審査」は別機関で行い，原簿
への「登載」は行政が行う 
 
具体的な登録や審査の要件は政
省令で定めることとし，その際
に開館日数を定量的に定めるこ
とは，「大綱化・弾力化」の方
向に逆行するため再考する

第 13 条
（登録事
項等の
変更）

博物館の設置者は，第十一条第一
項各号に掲げる事項について変更
があつたとき，又は同条第二項に
規定する添付書類の記載事項につ
いて重要な変更があつたときは，
その旨を都道府県の教育委員会に
届け出なければならない。

第 14 条（登録の更新）を追加： 
登録を受けた博物館は，登録後
10 年を超えない期間において，
都道府県教育委員会に登録の継
続を申請し，審査を通過するこ
とによって更新することができ
るようにする

破綻法制を定めておく必要があ
る。特に資料や情報の継承義務
を書くべき

「審査」と「登録」を分けた場
合には，重要事項の変更は「再
審査」となる規定を整備する必
要がある

2 都道府県の教育委員会は，第 11
条第 1項各号に掲げる事項に変更
があつたことを知つたときは，当
該博物館に係る登録事項の変更登
録をしなければならない。

表 1．表 1．博物館法改正に向けた逐条点検（3）．
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第 14 条
（登録の
取消）

都道府県の教育委員会は，博物館
が第 12 条各号に掲げる要件を欠
くに至つたものと認めたとき，又
は虚偽の申請に基いて登録した事
実を発見したときは，当該博物館
に係る登録を取り消さなければな
らない。但し，博物館が天災その
他やむを得ない事由により要件を
欠くに至つた場合においては，そ
の要件を欠くに至つた日から 2年
間はこの限りでない。

登録後10年以上を経過しながら
更新の申請が無い場合も含める

12 条でいいのか？博物館倫理
委員会などの勧告もできたほう
がいいんじゃないか

同上 
 

「天災その他やむを得ない事由」
は，想定外のこと（ex: 東日本
大震災）も考慮する必要がある
中で，「2年間」と定量的に定
めることは疑問

2 都道府県の教育委員会は，前項の
規定により登録の取消しをしたと
きは，当該博物館の設置者に対し，
速やかにその旨を通知しなければ
ならない。

第 15 条
（博物館
の廃止）

博物館の設置者は，博物館を廃止
したときは，すみやかにその旨を
都道府県の教育委員会に届け出な
ければならない。

博物館の破綻はこれからたくさ
ん出てくる。「資料の保全」義
務は設置者と管轄の教育委員会
にあるのではないか？ 
博物館の破綻法制，資料保全規
定が必要（職員の雇用も？）

「廃止したとき」とあるが，廃
止は設置者の「一存で決定」で
きる仕組みで良いのか 
 
やむなく廃止する場合に，資料
の扱い（行く末）について言及
する必要はないのか2 都道府県の教育委員会は，博物館

の設置者が当該博物館を廃止した
ときは，当該博物館に係る登録を
まつ消しなければならない。

第 16 条
（規則へ
の委任）

この章に定めるものを除くほか，
博物館の登録に関し必要な事項
は，都道府県の教育委員会の規則
で定める。

不要。登録審査は全国一律，公
平でなければならない。登録制
度に地方分権は馴染まない

都道府県ごとに異なる基準がで
きる恐れがあるため，登録「審
査」は一元的に行うべき

第 17 条 削除

第 3章
　公立
博物館

第 18 条
（設置）

公立博物館の設置に関する事項
は，当該博物館を設置する地方公
共団体の条例で定めなければなら
ない。

不要 この章は自治体の博物館行政上
の義務にしたらどうか。館内の
博物館を地方の教育行政（社会
教育・生涯学習う・学校教育）
の中で位置づけること，文化財
保全活用計画にしっかり位置づ
けること，文化観光の中での役
割を定めること，それらと合わ
せて必要な支援や機能強化を行
うこと

公の施設や指定管理の観点か
ら，地方自治法に則った規定だ
ろうが，重複して（あえて）記
述する必要があるのだろうか

第 19 条
（所管）

公立博物館は，当該博物館を設置
する地方公共団体の教育委員会
（地方教育行政の組織及び運営に
関する法律（昭和三十一年法律第
百六十二号）第二十三条第一項の
条例の定めるところにより地方公
共団体の長がその設置，管理及び
廃止に関する事務を管理し，及び
執行することとされた博物館にあ
つては，当該地方公共団体の長。
第二十一条において同じ。）の所
管に属する。

廃止 
登録申請資格に対する設置者や
所管による制限は撤廃する

多くの博物館が教育委員会所管
でない状況を（）の中で無理矢
理に合わせた。結果何を言って
るのかよくわからない条文に

地教行法の改正で，教育委員会
所管の根拠（必然性）は失われ
たので，この際，改定してはど
うか
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第 20 条
（博物館
協議会）

公立博物館に，博物館協議会を置
くことができる。

次の理由により博物館協議会の
制度は廃止すべきである 
・設置者にとって博物館協議会
のための負担が大きく，その割
に運営の改善に対する寄与が少
ない実態があること 
・第 9条（運営の状況に関する
評価）による運営の改善に注力
することが重要

妙に大げさ。アメリカ式の学校
協議会に準ずる「民主的な運営
のため」の組織とされるが，そ
の目的が明確でないため，運用
も形式化している。むしろ，博
物館が，地域や関連機関などと
対話の仕組みを持つべきだとい
う規定でいいのでは

2 博物館協議会は，博物館の運営に
関し館長の諮問に応ずるととも
に，館長に対して意見を述べる機
関とする。

第 21 条 博物館協議会の委員は，当該博物
館を設置する地方公共団体の教育
委員会が任命する。

第 22 条 博物館協議会の設置，その委員の
任命の基準，定数及び任期その他
博物館協議会に関し必要な事項
は，当該博物館を設置する地方公
共団体の条例で定めなければなら
ない。この場合において，委員の
任命の基準については，文部科学
省令で定める基準を参酌するもの
とする。

必要事項を条例で定めることが，
協議会設置の障害になっている
のではないか

第 23 条
（入館料
等）

公立博物館は，入館料その他博物
館資料の利用に対する対価を徴収
してはならない。 
但し，博物館の維持運営のために
やむを得ない事情のある場合は，
必要な対価を徴収することができ
る。

公立・私立の区別なく，博物館
は非営利の公共的施設であるこ
とを明示した上で，入館者によ
る費用負担は必要最小限に留め
るとともに，あらゆる人々の利
用機会を担保しなければならな
いことを示すべきである 
 
本条は第 1章（総則）に移す

なんのために徴収してはならな
いのか，目的が明確でない。こ
のため，空文化している 
社会教育法の趣旨に則り，社会
包摂のために図書館同様無料で
ある必要がある，という解釈も
当然ある。法の目的と連動して
いない。より多くの人に来場し
てもらうため，価格を下げる方
が費用対効果が良い，という場
合もある。原則を書いて，目的
を達成するための努力を要請し
たら良いのでは

公立館であるが故に「原則無料」
には，もはや無理がある

第 24 条
（博物館
の補助）

国は，博物館を設置する地方公共
団体に対し，予算の範囲内におい
て，博物館の施設，設備に要する
経費その他必要な経費の一部を補
助することができる。

第 3章として「博物館の振興」
に関する章を新設すべきである

運営経費の補助でなく「施設，
設備に要する経費」となってし
まっている。施設再整備などは
政令などで要検討。公立に限ら
ない？

公立館への補助対象である「博
物館の施設，設備に要する経費
その他必要な経費の一部」と，
私立博物館への「必要な物資の
確保」の相違は，解消すべきで
はないか

2 前項の補助金の交付に関し必要な
事項は，政令で定める。

第 25 条 削除

第 26 条
（補助金
の交付
中止及
び補助
金の返
還）

国は，博物館を設置する地方公共
団体に対し第二十四条の規定によ
る補助金の交付をした場合におい
て，左の各号の一に該当するとき
は，当該年度におけるその後の補
助金の交付をやめるとともに，第
一号の場合の取消が虚偽の申請に
基いて登録した事実の発見に因る
ものである場合には，既に交付し
た補助金を，第三号及び第四号に
該当する場合には，既に交付した
当該年度の補助金を返還させなけ
ればならない。 
一　当該博物館について，第十四
条の規定による登録の取消があつ
たとき。 
二　地方公共団体が当該博物館を
廃止したとき。 
三　地方公共団体が補助金の交付
の条件に違反したとき。 
四　地方公共団体が虚偽の方法で
補助金の交付を受けたとき。

同上 こうした規定は，24 条第 2項
にいう「政令で定める」ではい
けないのか 
 
一般的な補助金の要項で規定さ
れていること（再掲不要）では
ないのか

表 1．表 1．博物館法改正に向けた逐条点検（4）．
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第 4章 
私立博
物館

第 27 条
（都道府
県の教
育委員
会との
関係） 

都道府県の教育委員会は，博物館
に関する指導資料の作成及び調査
研究のために，私立博物館に対し
必要な報告を求めることができる。

実態がないのではないか？ 援助と相対する責務はなにか？
私立ではあっても公共的機関で
あることを積極的に認める手法
としての登録制度が必要

「公私」の別を無くせば，こうし
た規定も一括でき，本条は削除
できるのではないか

2 都道府県の教育委員会は，私立博
物館に対し，その求めに応じて，
私立博物館の設置及び運営に関し
て，専門的，技術的の指導又は助
言を与えることができる。

第 28 条
（国及び
地方公
共団体
との関
係） 

国及び地方公共団体は，私立博物
館に対し，その求めに応じて，必
要な物資の確保につき援助を与え
ることができる。

第3章として「博物館の振興」
に関する章を新設すべきである

第 5章 
雑則

第 29 条
（博物館
に相当
する施
設） 

博物館の事業に類する事業を行う
施設で，国又は独立行政法人が設
置する施設にあつては文部科学大
臣が，その他の施設にあつては当
該施設の所在する都道府県の教育
委員会（当該施設（都道府県が設
置するものを除く。）が指定都市
の区域内に所在する場合にあつて
は，当該指定都市の教育委員会）
が，文部科学省令で定めるところ
により，博物館に相当する施設と
して指定したものについては，第
二十七条第二項の規定を準用する。

削除。相当施設はの制度は廃止
し登録制度に一元化

登録博物館のハードルをきちん
と調整することで，相当施設と
一体化した登録博物館として運
用したほうがよっぽどスッキリ
する

「相当施設」という分類は廃止
し，「登録」に一本化すべき

追加す
べき内
容

登録博物館としての名称独占
（要検討）

博物館法に書かれていないこと 
・「国立」の博物館施設との関係，
大学博物館との関係，研究機関
との関係 
　　学術的拠点形成に課題 
・博物館同士の連携 
　　防災上の課題，地域連携の
課題 
・質の維持に関すること 
　　評価だけでなく，登録や学
芸員，職員の質向上にむけて
・図書館・公文書館との連携

（追加というよりも，全体を通
じて） 
博物館の設置目的（使命）は，
もはや社会教育施設というだけ
ではなく，観光さらには地域づ
くりへの貢献など，多様になっ
てきている。こうした実態を，
定義をはじめとした関連条項の
記載にあたって配慮する必要が
ある 
 
法律制定時の，時代の産物とも
言える表現・単語はこの際，修
正しておく必要があるのではな
いか 
 
改めて，法律・政省令・望まし
い基準で扱うべき事項が何か，
基本を確認しておく必要がある
のではないか


